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研究成果の概要（和文）：　国内の電子書籍のアクセシビリティに関する状況は、2015年に販売され売り上げ上位を占
める電子書籍の9割近くが、アクセシブルなフォーマットで販売されている。また、対応するアクセシビリティ機能を
購入前に判断することができる。一方、電子書籍ビューアーは、課題が残されている。このため、出版関係者と議論し
、ビューアーの対応が求められる最優先項目9点を導出した。
　電子書籍のアクセシビリティについては、著作権法と障害者差別解消法が頻繁に参照される。著作権法を参照する場
合、アクセシビリティを支えるビジネスモデルの確立に向けた語りではなく、福祉的取り組みとしての語りが採用され
、旧来の状況を再構築している。

研究成果の概要（英文）：In 2015, 90% of the bestselling e-books in Japan were published in accessible 
format. Accessibility functions are also listed, so users can find out whether a book is accessible or 
not before buying it. However, e-book readers still have some way to go in this area. To find out the 
best way to address the issue, the author organized meetings on accessibility of e-books gathering 
representatives of publishers and e-book stores, e-book reader developers, and persons with disabilities. 
The participants chose nine most required functions to ensure accessibility.
Debates about accessibility often refer to the Copy Right Act or the Act for Eliminating Discrimination 
against Persons with Disability. When people focus on the Copy Right Act, discussions tend to perceive 
accessibility within the framework of Social Welfare, and the need to develop a business model for 
accessible publishing is rarely stressed. This tendency, although well-meaning, in fact merely reaffirms 
the status quo.
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１．研究開始当初の背景 
 2010年「著作権法の一部を改正する法律」
が施行され、障害者の情報利用の機会の確保
のための著作物の複製が合法的な活動とし
て承認されることになった。また、複製する
主体も視覚障害者等の福祉に関する事業を
行う者のみから、大学・公共図書館等へ拡大
されることになった。次いで、2010 年「電
子書籍元年」を迎える。国内外で当初から音
声読み上げに対応するなど、アクセシビリテ
ィの高い電子書籍がわずかながらも販売さ
れるようになった。さらに 2013 年には世界
知的所有権機関（以後、WIPO）において「盲
人，視覚障害者及び読字障害者の出版物への
アクセス促進のためのマラケシュ条約」（以
後、マラケシュ条約）が成立し、読書障害者
のために制作されたアクセシブルな型式の
複製物の国境を越えた相互利用が可能にな
った。 
 しかし、これまでの調査からは、書籍のア
クセシビリティをめぐって、①電子書籍の著
作権問題を視覚障害者の読書の問題と関連
づける議論は希少であり、②個別の技術はす
でに活用可能な水準に到達しているにもか
かわらず、その組み合わせが不適切な状況が
発生している。また、③出版社・福祉団体・
図書館・教育機関が相互に議論し、情報を共
有する仕組みが存在していないことが明ら
かになっている（山口・植村・青木, 2012）。 
 そこには、社会が著作物を利用するための
努力を福祉の問題として処理してきた歴史
の存在がある。その結果、視覚障害者の読書
を可能にする技術が開発されたとしても、そ
れがどのように維持活用されているのかは
一般的には知られないままになってきた。出
版関係者や著作権者の間で視覚障害者の存
在は不可視化され、社会的な問題である書籍
のアクセシビリティは、個人的な問題へと矮
小化されてきた。 
 
２．研究の目的 
 本調査では、「著作権」という法的事態を
人間の相互行為という観点からとらえなお
し、著作権問題と視覚障害者の読書の問題に
ある関係の非対称性について検討する。とり
わけ、書籍アクセシビリティに関係するシス
テムのエージェントである出版関係者や福
祉関係者が、どのように外部の事象に働きか
け、それを自らの実践にとって理解可能かつ
対処可能な環境へと再帰的に構成している
のかを叙述し、ここから解決の糸口を探りた
い。 
 例えば、アメリカ、イギリス、ドイツでは、
読書障害者に対し等しくアクセス可能な書
籍を提供することが障害者差別禁止法で定
められ、その提供プロセスに国ごとの差異が
あれど、読書障害者やその支援機関は、多く
の書籍に関し電子データを出版社から受け
取ることができるようになっている。著作権
法は、データの複製・改ざんの可能性に対抗

し、著作者の権利を守るものとして存在する。
しかし、アメリカ、イギリス、ドイツにおけ
る著作権者側の歩み寄りは、その権利を著し
く侵害する結果にたどり着いているわけで
はない。つまり、多くの出版社は、商業的な
成功よりも「差別的ではない」出版社として
のイメージを優先することに、マーケティン
グとしての成功を見出している。 
 
３．研究の方法 
【平成 26年度】 
（a）電子書籍のアクセシビリティに関する
とりくみの国際比較 
 インターネット上で得られる書籍のアク
セシビリティに関する情報を通読した。さら
に、書籍アクセシビリティに関する各国の出
版社・福祉団体・図書館・教育機関の取り組
みや動きを把握した上で論点を整理した。 
（b）支援技術の活用に関する社会・文化・
制度的側面からの分析 
 日本における主要な電子書籍販売ウェブ
ストアに対し、売上ランキング上位を占める
電子書籍のフォーマットに関する調査を実
施した。また、各ストアにおける電子書籍の
配信フォーマットに関する表示の有無、各ス
トアが提供するビューアーのアクセシビリ
ティ機能対応状況について確認した。 
（c）出版社、福祉団体、図書館、教育機関の
連携及び合意しうるアクセシビリティ向上
のための対話の構築 
 上述した調査と併せ、各ストアのアクセシ
ビリティに関する今後の展望についてイン
タビュー調査を実施し、議論した。 
 
【平成 27年度】 
（a）電子書籍のアクセシビリティに関する
とりくみの国際比較 
 インターネット上で得られる書籍のアク
セシビリティに関する情報を通読した。さら
に、書籍アクセシビリティに関する各国の出
版社・福祉団体・図書館・教育機関の取り組
みや動きを把握した上で論点を整理した。 
（b）支援技術の活用に関する社会・文化・
制度的側面からの分析 
 日本における主要な電子書籍販売ウェブ
ストアに対し、売上ランキング上位を占める
電子書籍のフォーマットに関する調査を実
施した。また、各ストアにおける電子書籍の
配信フォーマットに関する表示の有無、各ス
トアが提供するビューアーのアクセシビリ
ティ機能対応状況について確認した。 
 併せて、各ストアのアクセシビリティに関
する今後の展望についてアンケート調査を
実施した。 
（c）出版社、福祉団体、図書館、教育機関の
連携及び合意しうるアクセシビリティ向上
のための対話の構築 
 電子出版を発行する出版社から 1名、電子
書籍ビューアー開発者 2名、電子書籍ストア
から 1名、音声読み上げ機能を利用して電子



書籍を読む読者 1名に参集いただき、会議を
開催した。会議では、自動音声読み上げ機能
が漢字仮名交じり文を誤りなく読むように
なるには時間がかかることを前提に、通常の
電子書籍として発売されたものがリアルタ
イムで読めるための次善策として、今できる
ことはないかという観点から検討を進めた。 
 
４．研究成果 
（a）電子書籍のアクセシビリティに関する
とりくみの国際比較 
 電子書籍のアクセシビリティがどのよう
に担保されるべきかという議論については、
国外における議論は EPUB3の標準化という
形に収束している。この数年間は、EPUB3
に準拠するためのツールの開発など、標準規
格の普及へとフェーズが変わったといえる。 
（b）支援技術の活用に関する社会・文化・
制度的側面からの分析 
 電子書籍のフォーマットに関する調査か
らは、2015 年に販売され、売り上げランキ
ング上位を占める電子書籍の 9割近くが、ア
クセシビリティ対応可能なフォーマットで
販売されていることが明らかになった。また、
電子書籍のフォーマットに関する情報をス
トアが掲載し始めたことに加え、試し読みを
可能にするサービスを提供するストアが増
えたことにより、その電子書籍がどのアクセ
シビリティ機能に対応しているのかを購入
前に判断することができるようになってい
る。 
 一方、電子書籍を閲覧するビューアーに関
しては、音声読み上げ機能に関する対応につ
いて前進が見られないままであった。デバイ
スにおけるアクセシビリティに関する要件
はほぼ達成されていることから、ビューアー
に課題が残されている状況が続いている。 
 出版関係者や福祉関係者による電子書籍
のアクセシビリティに関する語りを見てみ
ると、著作権法と障害者差別解消法、あるい
は障害者権利条約が頻繁に参照されている。
しかし、人によって主として参照する法が異
なり、それにより電子書籍のアクセシビリテ
ィに関する語りが枠づけられ、実践が再帰的
に構成されていることが示唆された。 
 例えば、電子書籍のアクセシビリティに関
する語りは、概ね以下の 3パターンに整理す
ることが可能である。 
i) 障害者差別解消法の定める環境整備を参
照し、アクセシビリティの高い書籍の出版
が合理的となる環境設定が必要であると
する議論 

ii) 著作権法を参照し、免除規定の枠内でアク
セシビリティに対応しようとする議論 

iii) 障害者差別禁止法の定める合理的配慮を
参照し、図書館やボランティアの取り組み
を支援しようとする議論 
 i)に関する語りは、アクセシビリティを担
保するビジネスモデルの確立を前提として
いるのに対し、ii)と iii)に関する語りは、ボ

ランティアの存在を前提として議論される。
なお、i)に関する語りが、著作権者の権利を
侵害することを前提としているわけではな
い。しかし、i)と ii)における論点の異なりは、
直接対置して論じられることなく、iii)の語り
に横滑りしていく。 
 冒頭に述べたように、著作物を利用するた
めの努力は、福祉の問題として処理されてき
た歴史がある。その中で、書籍アクセシビリ
ティに関係するシステムのエージェントで
ある出版関係者や福祉関係者が、自らの慣習
に従い、あるいは自らの存在証明として ii)
や iii)に関する語りを選択する。結果として、
アクセシビリティを支えるビジネスモデル
の確立が棄却され、アクセシビリティに関す
る福祉的取り組みが再帰的に補強されてい
く構図があると考えられる。 
（c）出版社、福祉団体、図書館、教育機関の
連携及び合意しうるアクセシビリティ向上
のための対話の構築 
 電子出版を発行する出版社、ビューアー開
発者、電子書籍ストア、読書障害者とが相互
に議論した結果、ビューアーに実装が求めら
れる最優先項目として、以下の 9点が導きだ
れた。 
1． 文字サイズを調整することができる 
2． 文字や背景の色を選択することができる 
3． 輝度を調整できる 
4． 音声読み上げ機能を有効化できる 
5． 音声読み上げ機能を用いて、ストアに行
き本を購入することができる 
6． 音声読み上げ機能を用いて、書棚を開き、
書籍を選択できる 
7． 音声読み上げ機能を用いて、表示されて
いる順序で読むことができる 
8． 音声読み上げ機能を用いて、文字ごとに
読み進めることができる 
9． 指定した箇所から、音声読み上げ機能を
用いて読み進めることができる 
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